
特集新技術の活用

1.　はじめに

国土交通省では，調査・測量から設計・施工・
維持管理までのあらゆるプロセスで ICT 等を活
用 し て 建 設 現 場 の 生 産 性 向 上 を 図 る

「i-Construction」を推進している。このため，さ
まざまな分野の産学官が連携して，IoT・人工知
能（AI）などの革新的な技術の現場導入や，3 次
元データの活用などを進めることで，生産性が高
く魅力的な新しい建設現場を創出することを目的
として，i-Construction 推進コンソーシアムを

2017 年に設立した。 コンソーシアムは前述の目
的を達成するため，最新技術の現場導入のための
新技術発掘や企業間連携促進，3 次元データ利活
用促進のためのデータ標準やオープンデータ化，
i-Construction の海外展開等，i-Construction の
推進に資する取り組みを行っている（図－ 1）。

この取り組みの一環として，産学官が連携した
「i-Construction 推進コンソーシアム 技術開発・
導入ワーキンググループ」において，新技術の導
入に向けた“現場ニーズと技術シーズのマッチン
グ”（以下，「マッチング」という）に平成 29 年
度から取り組んでいる。このマッチングは生産性
向上を図るための一つの方策として，企業間連携
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図－ 1　i-Construction推進コンソーシアム組織図
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を促進し，建設現場に建設分野以外（異分野）の
企業が保有する IoT，ロボット技術や人工知能

（AI）などの革新的な技術を導入するための機会
を提供することを目的としている。

このマッチングの第 1 回目については，国土交
通省本省が主催して平成 29 年度に開催した。国
土交通省本省においては計 2 回のマッチングが行
われ，その後，平成 30 年度の途中からは実施主
体が国土交通省本省から各地方整備局に移され，
関東地方整備局においても，平成 30 年 10 月から
マッチングにより新技術の現場導入を目指す取り
組みを行っている。

今回は，新技術活用促進の一環として実施して
いるマッチングについて，関東地方整備局として
の取組状況を説明する。

2.　‌�関東地方整備局における‌
マッチングの実施状況

関東地方整備局においては，平成 30 年度に 1
回，令和元年度に 2 回のマッチングを行ってい
る。令和 2 年 9 月現在の進行状況を図－ 2に示す。

平成 30 年度の地方整備局として初めてのマッ
チングは，10 月 1 日の現場ニーズの募集から開

始した。関東地方整備局管内の全 51 事務所に対
して募集を行ったところ，102 件のニーズが集ま
り，このニーズに対する技術シーズを 11 月 1 日
より関東地方整備局のホームページへの掲載や新
聞発表により公募した結果，31 の技術の応募が
寄せられた。現場試行を前にマッチングイベント
を開催し，現場ニーズ側の現場状況や要求性能等
の情報と技術シーズ側の技術概要等の情報交換を
行い，双方で現場試行の可否の検討を行うことと
した。マッチングを行うに当たっては，個別マッ
チングの進行およびニーズとシーズの意見調整役
としてコーディネータを配置した。結果的に 16
件でマッチングが成立した。

令和元年度末までに現場試行が完了した 10 件
の技術について評価を行い，5 技術については
NETIS 登録技術相当とし，工事で活用した場合
においては優位に評価することとして，公共事業
での活用促進を行っている（表－ 1。活用促進の
手法等に関しては後述）。

残りの 3 技術については，現場試行を継続中で
あり，令和元年度の第 1 回のマッチング（令和元
年 7 月実施）で成立した 4 技術と合わせて今年度
評価を行う予定としている。

図－ 2　  令和 2年 9月現在のマッチングの進行状況図（関東地方整備局） 
（注）　数字はニーズ・シーズの件数を示す
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3.　‌�マッチングにおける‌
新たな取り組み

令和元年度は，2 回マッチングを実施してい
る。2 回目のマッチングは，より多くの業種・分
野からの提案を期待し，関東経済産業局，中小企
業基盤整備機構（以下，「中小機構」という）と
連携し，中小機構が開催しているオープン・イノ
ベーション・マッチング・スクエア（以下，

「OIMS」という。https://jgoodtech2.smrj.go.jp/
lp/oi-matchingsquare）を活用し，技術シーズを
募集することとした（図－ 3）。これは，従来の
枠組みを超えた組織間連携を創出し，防災・災害
対応，復興分野をはじめ幅広い分野において，中
堅・中小企業が有する革新的な技術（IoT，ロボ
ット，AI 等）の現場実装を図る取り組みを促進

表－ 1　平成 30年度 現場ニーズと技術シーズのマッチング結果
番
号

ニーズ
ニーズ
提供者

シーズ シーズ提供者 現場試行状況

1
点検時の計測データを機械設備維持管理
システムとして自動登録できるシステム

関東技術事
務所

点 検 サ ポ ー ト サ ー ビ ス
InsBuddy（インスバディ）

三菱電機株式会社
試行済み（標準
化推進技術）

2
仮設歩道の安全対策として，人に優しい
誘導や解りやすい安全の注意喚起ができ
る装置

千葉国道事
務所

LED 描画ランプを使用した解
りやすい歩行者誘導装置

株式会社小糸製作所
評価済み（普及
促進技術）

3
交通量調査，旅行速度調査を画像等によ
る解析システム

高崎河川国
道事務所

監視カメラと AI 解析による
車，バイク，自転車，歩行者
の交通量調査システム

パナソニックシステ
ムソリューションズ
ジャパン株式会社

評価済み（標準
化推進技術）

4
パトロール車に搭載できる安価な MMS 
取得装置及び取得データの管理システム

高崎河川国
道事務所

パトロール⾞に搭載できる
MMS 取得装置及び管理シス
テム

株式会社パスコ
三菱電機株式会社
アイサンテクノロジ
ー株式会社

評価済み（普及
促進技術）

5
地質調査や埋設物等の調査の簡素化（地
表面での探査により土質や埋設物を確認）

渡良瀬川河
川事務所 地中レーダ探査装置を⽤いた

浅層地下構造の把握できる技
術

株式会社パスコ
試行済み（普及
促進技術）

6
ボーリング結果を弾性波等の技術を用い
て，近傍の地層も正確に把握できる技術

長野国道事
務所

7
不特定多数の一般来客がある広報施設で
の不審者検知・通報

荒川下流河
川事務所

映 像 解 析 ソ リ ュ ー シ ョ ン
「kizkia」

三菱電機株式会社
試行済み（改良
が必要）

8
CCTV 画像により落下物等を検知できる
技術

高崎河川国
道事務所

監視カメラと AI 解析による
ダンボール（落下物等）を検
知できる技術

パナソニックシステ
ムソリューションズ
ジャパン株式会社

試行済み（改良
が必要）

9
地下埋設物等を反映した 3D モデルの道路
管理システム

宇都宮国道
事務所

地下埋設物等を反映した 3D
モデルの道路管理システム

（道路 3 次元道路管理システ
ム（PADMS））

株式会社パスコ
試行済み（改良
が必要）

10
特車の取り締まりが任意の場所で実施可
能な簡易センサー

高崎河川国
道事務所

光変位センシングによる走行
車両の重量等の計測技術

太陽誘電株式会社
試行済み（改良
が必要）

11
TS 及び巻尺等の出来形確認にかわる，
AR による出来形管理技術

高崎河川国
道事務所

3D レーザスキャナ一体型カ
メラによる出来形管理

三菱電機株式会社
試行済み（改良
が必要）

図－ 3　OIMSの紹介
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することを目的としたものである。
OIMS を通じたマッチングでは，防災・災害対

応，復興分野の 17 ニーズについてシーズを募集し
たところ，285 技術シーズの応募があった。シー
ズ提案者は全て建設業以外の業種であり，幅広い
分野からの技術募集という目的については期待さ
れた効果があったと言える。集まった技術シーズ
の情報をニーズ側に提供し，マッチングが成立し
そうな技術に絞り込んだ後，マッチングイベント
を年明けに開催すべく準備を行っていたが，新型
コロナウイルス感染症の拡大防止のため一端中止
することとなった。半年近くの休止期間を経て 6
月から Web 会議方式で実施することとし，7 月
中旬までに 120 件（OIMS は 74 件）のマッチン
グイベントを実施した。9 月現在，マッチングの
成否についてニーズ・シーズ双方の考えを確認
し，整理を行っている状況であり，マッチングが
成立した技術については，順次現場試行に向けて
調整を行う予定である。なお，今年の秋頃には
OIMS を活用したマッチングの第 2 弾を開催する
予定である。

また，これとは別に今年度から現在，大学等と
の共同研究を想定したマッチングを行っている。
これは，産学の持つ先端的な技術研究に積極的に
参加し，産学官連携による技術研究開発を促進す
ることを目的とするもので，大学等研究機関が有
する課題の解決に資する技術シーズを募集し，技
術分野や課題ごとに技術研究開発体制の構築を図
るもので，関東地方整備局として初めての取り組み
となる。今後，10 月頃に契約をする見込みであり，
最先端技術の提案を期待しているところである。

4.　マッチング評価技術の活用促進

これまでに行ったマッチングでは，平成 30 年
度は 16 件，令和元年度は 4 件のマッチングが成
立した。マッチングが成立した技術については，
このうち，平成 30 年度については 10 件の技術に
ついては現場試行が完了し，評価を行った（図－

4）。評価を行った技術のうち，優れた 5 件の技術
に対して NETIS 登録技術相当と評価した。さら
に関東地方整備局独自の取り組みとして，5 件の
技術を「標準化推進技術」と「普及促進技術」と
評価して局長より表彰を行った。
「標準化推進技術」については，活用の効果が

優れており，国土交通省と共に標準化を求める技
術とし，「普及促進技術」については，活用の効
果が優れており，個々の工事の中で普及促進を図
る技術と位置付けた。これらの評価を受けた技術
については，2 年間という時限措置ではあるもの
の，工事で活用した場合には「NETIS 登録技術

（評価済み技術）」と同等と扱い，加点措置を行う
こととしており，工事での活用件数が増加するこ
とを期待しているところである。

5.　おわりに

これまでに関東地方整備局として 3 回のマッチ
ングを行い，延べ 230 件余りのニーズに対して
371 技術のシーズが提案され，現在進行中のマッ
チングの見込みを含めて，マッチングの成立数は
延べ 50 件程度となっている。これまでマッチン
グが成立した技術については，そのほとんどが現
場試行を行っているため，今後相当の技術で現場
試行を経て評価が行われることが期待されてい 
る。

ただし，関東地方整備局でマッチングを実施し
た実績はまだ 3 回であり，今後，より効果的に実
施していくために解消しなければならない課題が
何点か挙げられる。

マッチングが成立しなかったケースで最も多か
った理由に，提案内容がニーズと一致しないこと
が挙げられた。これは，ニーズ側の要求水準や現
場条件，技術シーズの適用条件・範囲に関して事
前情報が少ないため，マッチングイベント時に初
めて双方の考え方に相違が生じていることが判明
することに起因するものであった。マッチング時
において，ニーズ・シーズ双方の考えにある程度
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の差異が生じることは想定しており，コーディ 
ネータを配置し，考えのすりあわせを行うように
していたものの，双方の考え方の差異が大きく，
打ち合わせ時のすりあわせでは調整しきれないも
のであった。また，シーズ提案者側からも，ニー
ズの説明資料に記載されている内容が少なく，マ
ッチング時の打ち合わせで初めてわかる条件等が
あったため，対応しきれなかったという声も挙が
っている。今後のマッチングに際しては双方の事
前情報を充実させ，ニーズ側の要求とシーズ側の
提案との間の差異をできるだけ少なくすること
が，マッチングの成立率を向上させるために必要
不可欠であることを痛感させられた。

また，現場試行の費用について，現状は提案者
の負担により行われることとなっているため，特
に中小企業関係ではその費用が重荷となってしま
い，マッチングが不成立となる事例も見受けられ
た。特に，当該技術について，現場でどの程度活
用されるのか，事業展開が見えないため投資判断
が難しいといった意見も挙げられていた。このた

め，当該技術について，現場試行・評価後のビジ
ネスモデルが見えるような需要量等の情報提供が
必要になると思われる。

以上のような課題はあるものの，マッチングを
実施すると，毎回相当数のシーズ提案があること
や，OIMS 経由でのシーズ募集においても，異業
種からの多数の提案があることから，企業側のビ
ジネスチャンスとしての意識は高いものと推定さ
れる。このため，効果的にマッチングを行ってい
くためにも，これまでに判明した課題をクリアし
て一層の参加意欲の向上に資する取り組みが必要
であると思われる。また，今年度から実施してい
る新技術活用の義務化に際して，マッチングにお
いては「従来技術と同等以上と確認できた技術」
についても新技術として取り扱うこととし，現場
での活用を促進する取り組みを行っている。今後
もマッチングをはじめとした各種新技術活用に積
極的に取り組み，新技術の活用件数を増やすこと
で標準化への道筋を作り，建設現場の生産性向上
を図っていきたい。

図－ 4　NETISへのマッチング技術の掲載
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